
令和 2 年度豆類振興事業助成金（試験研究）の成果概要 
 

１ 課題名 浅耕播種技術や不耕起播種技術による丹波大納言小豆ほ場の雑草防除の検討 
２ 研究実施者 
   研究代表者  京都府農林水産技術センター農林センター作物部長 安川博之 
   分担     栂森勇輝、杉本充 
３ 実施期間 平成３０年度～令和２年度（３年のうち３年目） 
４ 試験研究の成果概要 
（１） 試験研究の目的 
 丹波大納言小豆の減収要因と一つとなっている雑草防除対策を検討するために、狭条密植栽培を前提

として、浅耕播種技術による雑草発生程度の評価および作業性、収量性の評価を行う。あわせて、播種

期以降の中間管理技術である除草カルチによる機械防除や吊り下げノズルでの除草剤処理との組合せを

検討する。 
（２） 実施計画、手法 
 ア 中間管理技術による丹波大納言小豆ほ場の雑草防除の検討（所内試験） 

所内では、昨年までに不耕起

播種による栽培や浅耕播種とカ

ルチ処理を組合せた栽培によっ

て、雑草の発生が抑制され、増

収することが示唆された。本年

は、播種期以降の中間管理技術

について検討する。所内ほ場に

て、「京都大納言」を、初期除

草剤の体系処理（トリフルラリ

ン乳剤散布後にイマザモックス

アンモニウム塩液剤散布）に、

異なる 2 種類の中間管理技術と

して、除草カルチ機での処理（以下、除草カルチ処理：試験①）、除草剤の条間処理（以下、畦間散布

処理：試験②）を組み合わせた栽培を行い、アズキの雑草抑制及び生育・収量に及ぼす影響を検討した

（表 1）。 
 イ 現地実証 
 京都府内の現地ほ場において、

播種技術に、初期除草剤の体系処

理に中間管理技術の組合せがアズ

キの生育・収量及び雑草抑制に及

ぼす影響を検討した(表 2)。 
（３） 今年度の実施状況 
 ア 中間管理技術による丹波大納言小豆ほ場の雑草防除の検討（所内試験） 



初期除草剤の体系処理（トリフルラリン

乳剤散布後にイマザモックスアンモニウム

塩液剤散布）と、異なる 2 種類の中間管理

技術（除草カルチ機、除草剤の畦間散布）

を組み合わせた栽培において外来ホオズキ

類を含めた全雑草に対して高い除草効果を

確認でき、アズキの収量については、初期

除草剤の体系処理と同等もしくは増収傾向

となったことから、外来ホオズキ類を含め

た雑草に対して有望な防除体系であると考

えられた（表 3）。 
イ 現地実証 

（ア） 浅耕播種＋除草カルチ処理（Ｋ市Ｋ町） 
Ｋ市Ｋ町での試験では、すべての区で外来ホオズキ類の発生は認めらず、全雑草の発生も少なかったこ

とから、外来ホオズキ類や雑草の埋土種子量が少なかったと考えられる（表 4）。アズキの精子実重は、

浅耕播種＋除草カルチ処理を行ったＫ１、Ｋ２で多い傾向となった（表 4）。 
（イ） 慣行播種＋除草カルチ処理又は畦間散布処理（Ｋ市Ｕ町） 

現地慣行のＵ３区に比べ、中間管理を組み合わせたＵ１区、Ｕ２区で外来ホオズキ類の発生量及び全雑

草の発生量は減少し、アズキの精子実重は、Ｕ３区に比べＵ１区、Ｕ２区とも多かった（表 4）。 
（ウ） 慣行播種＋除草剤の畦間散布処理（Ｆ市Ｉ町） 

除草剤の畦間散布を行ったＦ１区は、外来ホオズキ類の発生が認められれず、全雑草の発生もＦ２区に

比べ少なく、アズキの精子実重はＦ１区がＦ２区より多い傾向となった（表 4）。 
（エ） まとめ  

浅耕播種技術及び現地慣行播種技術

のいずれにおいても、初期除草剤の体

系処理（トリフルラリン散布後にイマ

ザモックスアンモニウム塩液剤散布）

に中間管理技術（除草カルチ処理また

は除草剤の畦間散布処理）を組み合わ

せた体系は、外来ホオズキ類の除草効

果が高くアズキの収量も確保でき、現

地実証においても有望な雑草防除体系

であると考えられた。 
4．今後の課題及び対応 

 外来ホオズキ類に対して、京都府内で広く用いられている播種技術に、初期除草剤の体系処理と異な

る 2種類の中間管理（除草カルチ処理及び除草剤の畦間散布処理）を組み合わせた防除体系は有望であ

ると考えられた。この防除体系の実施によって雑草の抑制が期待できる。本調査結果は、マニュアルと

して取りまとめており、今後、防除技術の普及を進める予定である。 


